









例会発表要 旨 第165回1999.9.16 『デザイン理論』40/2001
デザ イ ナ ー の ア ク テ ィ ビテ ィ とCG活 用
竹末俊昭/㈱日立製作所・デザイン研究所(現:拓植大学)
1.イ ンダス トリアルデザ イン領域の変化
イ ンダ ス トリア ル デ ザ イ ンの 領 域 はIT
(情報技術)の 発展 に伴 い急 激 に拡大 した。
モ ノを中心 とす るプ ロダク トデザイ ンか らイ
ンタラク シ ョンデザイ ン,コ ミュニケーシ ョ
ンデザイ ン,ソ リューシ ョンデザイ ンへ と拡
大 している。
2.社 会 の変遷 とデザ インの変遷
戦後 の欧米製品 の コピーを中心 とす るアピ
ア ランスデザイ ンが70年代 には大量生産をベー
スに したプ ロダク トデザイ ンの黎明期を迎 え
る。 そ して ユーザー層拡大 のた めの流通展 開
同期 の時代 にはマーケテ ィングデザ インが台
頭 した。'80年代,急 激 な技 術革 新 に伴 って
生活が便利 にはなったものの,反 動で使 いに
くい製品が多 くな り人間工学(マ ンマ シンイ
ンタフェース)が 盛ん にな った。デザイ ンに
認知心理 の要素が取 り込 まれ,人 と生活,環
境 の総合的視野で解決 して い くヒューマ ンイ
ンタフェースが軸 とな って きた。'90年代 に
は情報通信機器 の充実 と同期 し,人 と人 の コ
ミュニケ ーシ ョンや ビジネスソ リュー ション
の領域 にもデザイナーが関与す るよ うにな っ
て きた。
3.デ ザイ ンプ 囗セ スの変化
企業 にお ける従来の デザ インプロセスは事
業部や工 場か らデザ イン依 頼 されてか ら業務
着手 しPLAN→DO→SEEと い う段 階 を
踏んでその依頼元ヘ アウ トプッ トを提示す る
いわば受 身的作業 プロセスであ ったが,最 近
で は積極的な提案型のデザイ ンプロセスにな っ
ている。SEE→PLAN→DO→CHECKと












概 して,デ ザイナーの 「感性」 によって
「仮説構築力」「創造力」を引き起 こし,「可
視化能力」 と 「調整力」で新 しい製品を生み
出してきたといえる。
「感性」(Sensibility)


















とか 「世 の中に こんな ものがあ った ら,も っ
と便利 になるはず だ」 とい うよ うな発想 の中
か ら,仮 説 を組 み立 ててい く。
「創造力」(Creativity)
「仮説構築力」 で,デ ザイナーの頭の中 に
描 いた ものを,形 や色 で具現化 して い く能力。
「独創力」 とも言 われ,今 までに ない新 しい
アイデアを生 み出 して い く能力 をい う。 とは
言 え,「奇をて らった」 とか 「変わ った もの」
だけで はデ ザイ ンは成 り立 た ない。 そ こに
「快適性 」や 「審 美性 」 が要 求 され るこ とを
忘 れてはな らない。 ここで もデザイナーの個
性 が要求 され るので,「感性」 と同様,常 に
磨 いてお く努力が要求 される。
「可視化能力」(Visualization)
ITの発達 によ って 「可 視化 能力 」 を補 う
道具 は,一 昔前 に比べ て相当変わ った。 レン
ダ リングはCG(ComputerGraphics)に替
わ り,コ ンセプ トは ビデオや デザイ ンアルバ
ムなどの電子 フ ァイル形体 に して表現,伝 達
できるよ うになって きた。最近で は,発 案 し
たアイデアにス トー リーをっ け,生 活 シナ リ
オで表現す るケースが増え て いる。 「編集工
学」(EditingEngineering)や,シナ リオ構
成技術で ある。 この技術 は,た とえば企業 内
のデザイ ン部門で は社内幹部や関係者,あ る
いはその製品 のユ ーザ ー,ク ライアン トにプ
レゼ ンテーシ ョンす る場面でおおいに役立 っ。
「調整力」(Coordination)
文字通 り,エ ンジニアや,商 品企画,販 売
企画部門 など周辺関係者 とのコーディネーショ
ン能力で ある。最 近で は,デ ザイナー自 らが
コーデ ィネーター役を務め ることも増 えて き
た。 また,関 わ る要件 が専門的 になればなる
ほど,そ の専 門家 との コラボ レー シ ョンが重
要 にな って きてお り,政 府団体 や業界,他 社














む しろ抽象的な 「言葉」か らイメージ構成
す ることが多い。














・これか らのデザイナーには 「編集」や 「シ
ナ リオライティング」の能力が求められる
ようになるだろう。
。イ ンターネットを活用 してのコラボレーショ
ン活動やユーザビリティ評価など,幅広い
社外エキスパー トの活用を余儀なくさせ ら
れるだろう。(以 上)
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